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(57)【要約】
【課題】厚みムラが小さく、水蒸気バリア性が向上した食品用包装フィルムを提供する。
【解決手段】食品を包装するためのフィルムであって、プロピレン系重合体を含む二軸延
伸フィルム層を備え、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に準拠し、引張試験機を用いて測
定温度２３±２℃、５０±５％ＲＨ、引張速度５ｍｍ／ｍｉｎの条件で測定される、上記
食品用包装フィルムのＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値
をＴ３としたとき、上記Ｔ３が６６００ＭＰａ以上７５００ＭＰａ以下である食品用包装
フィルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　食品を包装するためのフィルムであって、
　プロピレン系重合体を含む二軸延伸フィルム層を備え、
　ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に準拠し、引張試験機を用いて測定温度２３±２℃、
５０±５％ＲＨ、引張速度５ｍｍ／ｍｉｎの条件で測定される、前記食品用包装フィルム
のＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値をＴ３としたとき、
　前記Ｔ３が６６００ＭＰａ以上７５００ＭＰａ以下である食品用包装フィルム。
【請求項２】
　請求項１に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記二軸延伸フィルム層に対して、示差走査熱量計を用いて、
　昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温する過程と、２５０℃で１０分間
保つ等温過程と、降温速度１０℃／分で２５０℃から－５０℃まで降温する過程とからな
る一回目の示差走査熱量測定（１ｓｔＲｕｎ）と、
　昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温する過程からなる二回目の示差走
査熱量測定（２ｎｄＲｕｎ）と、
を続けて行ったとき、
　前記二回目の示差走査熱量測定により得られたＤＳＣ曲線２において、１５０℃以上１
８０℃以下の範囲に吸熱ピークＡが観察され、
　前記吸熱ピークＡの熱量をＱとしたとき、
　Ｔ３／Ｑが５０以上８０以下である食品用包装フィルム。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記食品用包装フィルムのＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２とＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１との
差（Ｔ２－Ｔ１）が２０００Ｍｐａ以上４０００ＭＰａ以下である食品用包装フィルム。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記食品用包装フィルムのＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１が１５００ＭＰａ以上３０００Ｍ
Ｐａ以下である食品用包装フィルム。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記二軸延伸フィルム層の少なくとも一方の面上にヒートシール層をさらに備える食品
用包装フィルム。
【請求項６】
　請求項５に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記ヒートシール層は前記二軸延伸フィルム層の前記一方の面に直接接するように設け
られている食品用包装フィルム。
【請求項７】
　請求項５または６に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記ヒートシール層がホモポリプロピレンおよびプロピレンと炭素数が２以上１０以下
のα－オレフィンとのランダム共重合体から選択される一種または二種以上を含む食品用
包装フィルム。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記二軸延伸フィルム層の一方の面上に表面層をさらに備える食品用包装フィルム。
【請求項９】
　請求項８に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記表面層はアンチブロッキング剤を含む食品用包装フィルム。
【請求項１０】
　請求項８または９に記載の食品用包装フィルムにおいて、
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　前記表面層はホモポリプロピレンおよびプロピレンと炭素数が２以上１０以下のα－オ
レフィンとのランダム共重合体から選択される一種または二種以上を含む食品用包装フィ
ルム。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　前記二軸延伸フィルム層に含まれる粘着付与剤の含有量が、前記二軸延伸フィルム層の
全体を１００質量％としたとき、１０質量％以下である食品用包装フィルム。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　下記の方法で測定される水蒸気透過度が６．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下である食品用
包装フィルム。
（測定方法）
　前記食品用包装フィルムをヒートシール層が内面になるように折り返し、２方をヒート
シールして袋状にする。その後、内容物として塩化カルシウムを入れる。次いで、もう１
方をヒートシールして表面積が０．０１ｍ２になるように袋を作製する。次いで、得られ
た袋を４０℃、湿度９０％ＲＨの条件で７２時間保管する。保管前後の塩化カルシウムの
重量を測定し、その差から水蒸気透過度（ｇ／（ｍ２・２４ｈ））を算出する。
【請求項１３】
　請求項１乃至１２のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　外装包装袋に用いられる食品用包装フィルム。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３のいずれか一項に記載の食品用包装フィルムを用いた食品用包装体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、食品用包装フィルムおよび食品用包装体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　二軸延伸ポリプロピレンフィルム（以下、ＯＰＰフィルムとも呼ぶ。）は、加工性、水
蒸気バリア性、透明性、機械的強度および剛性等の性能バランスに優れており、食品を包
装するための包装フィルムとして用いられている。
【０００３】
　このようなＯＰＰフィルムを用いた食品用包装フィルムに関する技術としては、例えば
、特許文献１（特開２００８－７３９２６号公報）および特許文献２（特開２００４－８
２４９９号公報）に記載のものが挙げられる。
【０００４】
　特許文献１にはプロピレン単独重合体（Ａ）７５～９０重量％及び粘着付与剤（Ｄ）２
５～１０重量％を含むプロピレン重合体組成物からなる二軸延伸フィルムの片面に、融点
が１５５℃以上のプロピレン系重合体（Ｂ）からなる層を介して融点が１２５～１４５℃
の範囲のプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（Ｃ）からなる層を有し、上記二
軸延伸フィルムの他の片面に、プロピレン系重合体（Ｅ）からなる層を有してなることを
特徴とする二軸延伸多層ポリプロピレンフィルムが記載されている。
　特許文献１には、上記のような構成を有する二軸延伸多層ポリプロピレンフィルムは石
油樹脂等のフィルム表面への滲み出しを抑制でき、ラミネート強度および防湿性に優れる
と記載されている。
【０００５】
　特許文献２には、高結晶化樹脂を１０～４０重量％と石油樹脂を６～１５重量％とを含
有してなる二軸延伸ポリプロピレン系樹脂層の少なくとも一方の面に接着剤層を介して、
ポリビニルアルコール系樹脂層をさらに有してなる多層樹脂フィルムであって、相対湿度
８５％ＲＨ、温度２３℃における酸素透過度が６００ｍＬ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａ以下で
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あり、かつ相対湿度９０％ＲＨ、温度４０℃における水蒸気透過度が３．５ｇ／ｍ２・ｄ
ａｙ・２０μｍ以下であることを特徴とする多層樹脂フィルムが記載されている。
　特許文献２には、上記のような構成を有する多層樹脂フィルムは優れた酸素ガスバリア
性及び防湿性を有すると記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－７３９２６号公報
【特許文献２】特開２００４－８２４９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ＯＰＰフィルムには、環境負荷削減の観点から、水蒸気バリア性のさらなる向上が求め
られている。水蒸気バリア性が向上すると、ＯＰＰフィルムの厚みを薄くできるため、プ
ロピレン系重合体の使用量を低減でき、環境負荷を削減することが可能である。
　ここで、本発明者らの検討によれば、ＯＰＰフィルムを構成するプロピレン系重合体と
して、高結晶性プロピレン系重合体を使用すると、ＯＰＰフィルムの水蒸気バリア性を向
上させることができることを知見した。しかしながら、このような高結晶性プロピレン系
重合体を使用すると、延伸ムラが生じ易く、二軸延伸工程の後に得られるＯＰＰフィルム
の厚みムラが大きくなる場合があることが明らかになった。
　このように、本発明者は、ＯＰＰフィルムにおいて水蒸気バリア性および厚みムラの間
には、トレードオフの関係があることを知見した。言い換えれば、本発明者は、ＯＰＰフ
ィルムには、水蒸気バリア性向上および厚みムラ抑制の両方をバランスよく向上させると
いう観点において、改善の余地があることを見出した。
【０００８】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、厚みムラが小さく、水蒸気バリア性が
向上した食品用包装フィルムを提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記課題を解決するために鋭意検討した。その結果、食品用包装フィルム
の引張弾性率いう尺度が、水蒸気バリア性向上と厚みムラ抑制のバランスを向上させるた
めの設計指針として有効であるという知見を得た。
　本発明者らは上記知見をもとにさらに鋭意検討した結果、ＭＤ方向の引張弾性率とＴＤ
方向の引張弾性率との合計値を特定の範囲に制御することによって、厚みムラが小さく、
水蒸気バリア性が向上した食品用包装フィルムが得られることを見出し、本発明に至った
。
【００１０】
　すなわち、本発明によれば、以下に示す食品用包装フィルムおよび食品用包装体が提供
される。
【００１１】
［１］
　食品を包装するためのフィルムであって、
　プロピレン系重合体を含む二軸延伸フィルム層を備え、
　ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に準拠し、引張試験機を用いて測定温度２３±２℃、
５０±５％ＲＨ、引張速度５ｍｍ／ｍｉｎの条件で測定される、上記食品用包装フィルム
のＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値をＴ３としたとき、
　上記Ｔ３が６６００ＭＰａ以上７５００ＭＰａ以下である食品用包装フィルム。
［２］
　上記［１］に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記二軸延伸フィルム層に対して、示差走査熱量計を用いて、
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　昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温する過程と、２５０℃で１０分間
保つ等温過程と、降温速度１０℃／分で２５０℃から－５０℃まで降温する過程とからな
る一回目の示差走査熱量測定（１ｓｔＲｕｎ）と、
　昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温する過程からなる二回目の示差走
査熱量測定（２ｎｄＲｕｎ）と、
を続けて行ったとき、
　上記二回目の示差走査熱量測定により得られたＤＳＣ曲線２において、１５０℃以上１
８０℃以下の範囲に吸熱ピークＡが観察され、
　上記吸熱ピークＡの熱量をＱとしたとき、
　Ｔ３／Ｑが５０以上８０以下である食品用包装フィルム。
［３］
　上記［１］または［２］に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記食品用包装フィルムのＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２とＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１との
差（Ｔ２－Ｔ１）が２０００Ｍｐａ以上４０００ＭＰａ以下である食品用包装フィルム。
［４］
　上記［１］乃至［３］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記食品用包装フィルムのＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１が１５００ＭＰａ以上３０００Ｍ
Ｐａ以下である食品用包装フィルム。
［５］
　上記［１］乃至［４］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記二軸延伸フィルム層の少なくとも一方の面上にヒートシール層をさらに備える食品
用包装フィルム。
［６］
　上記［５］に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記ヒートシール層は上記二軸延伸フィルム層の上記一方の面に直接接するように設け
られている食品用包装フィルム。
［７］
　上記［５］または［６］に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記ヒートシール層がホモポリプロピレンおよびプロピレンと炭素数が２以上１０以下
のα－オレフィンとのランダム共重合体から選択される一種または二種以上を含む食品用
包装フィルム。
［８］
　上記［１］乃至［７］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記二軸延伸フィルム層の一方の面上に表面層をさらに備える食品用包装フィルム。
［９］
　上記［８］に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記表面層はアンチブロッキング剤を含む食品用包装フィルム。
［１０］
　上記［８］または［９］に記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記表面層はホモポリプロピレンおよびプロピレンと炭素数が２以上１０以下のα－オ
レフィンとのランダム共重合体から選択される一種または二種以上を含む食品用包装フィ
ルム。
［１１］
　上記［１］乃至［１０］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムにおいて、
　上記二軸延伸フィルム層に含まれる粘着付与剤の含有量が、上記二軸延伸フィルム層の
全体を１００質量％としたとき、１０質量％以下である食品用包装フィルム。
［１２］
　上記［１］乃至［１１］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムにおいて、
　下記の方法で測定される水蒸気透過度が６．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下である食品用
包装フィルム。
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（測定方法）
　上記食品用包装フィルムをヒートシール層が内面になるように折り返し、２方をヒート
シールして袋状にする。その後、内容物として塩化カルシウムを入れる。次いで、もう１
方をヒートシールして表面積が０．０１ｍ２になるように袋を作製する。次いで、得られ
た袋を４０℃、湿度９０％ＲＨの条件で７２時間保管する。保管前後の塩化カルシウムの
重量を測定し、その差から水蒸気透過度（ｇ／（ｍ２・２４ｈ））を算出する。
［１３］
　上記［１］乃至［１２］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムにおいて、
　外装包装袋に用いられる食品用包装フィルム。
［１４］
　上記［１］乃至［１３］のいずれか一つに記載の食品用包装フィルムを用いた食品用包
装体。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、厚みムラが小さく、水蒸気バリア性が向上した食品用包装フィルムを
提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明に係る実施形態の食品用包装フィルムの構造の一例を模式的に示した断面
図である。
【図２】本発明に係る実施形態の食品用包装フィルムの構造の一例を模式的に示した断面
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に、本発明の実施形態について、図面を用いて説明する。なお、図は概略図であり
、実際の寸法比率とは一致していない。なお、文中の数字の間にある「～」は特に断りが
なければ、以上から以下を表す。
【００１５】
＜食品用包装フィルム＞
　図１および図２は、本発明に係る実施形態の食品用包装フィルム１００の構造の一例を
模式的に示した断面図である。
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は、食品を包装するためのフィルムであっ
て、プロピレン系重合体を含む二軸延伸フィルム層１０１を備え、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（
１９９９）に準拠し、引張試験機を用いて測定温度２３±２℃、５０±５％ＲＨ、引張速
度５ｍｍ／ｍｉｎの条件で測定される、上記食品用包装フィルムのＭＤ方向の引張弾性率
Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値をＴ３としたとき、上記Ｔ３が６６００ＭＰ
ａ以上であり、７０００ＭＰａ以上であることがより好ましく、７１００ＭＰａ以上であ
ることがさらに好ましく、そして７５００ＭＰａ以下である。これにより、厚みムラが小
さく、水蒸気バリア性が向上した食品用包装フィルムを実現することができる。
【００１６】
　上述したように、ＯＰＰフィルムには、環境負荷削減の観点から、水蒸気バリア性のさ
らなる向上が求められている。水蒸気バリア性が向上すると、ＯＰＰフィルムの厚みを薄
くできるため、プロピレン系重合体の使用量を低減でき、環境負荷を削減することが可能
である。
　ここで、本発明者らの検討によれば、ＯＰＰフィルムを構成するプロピレン系重合体と
して、高結晶性プロピレン系重合体を使用すると、ＯＰＰフィルムの水蒸気バリア性を向
上させることができることを知見した。しかしながら、このような高結晶性プロピレン系
重合体を使用すると、延伸ムラが生じ易く、二軸延伸工程の後に得られるＯＰＰフィルム
の厚みムラが大きくなる場合があることが明らかになった。
　このように、本発明者は、ＯＰＰフィルムにおいて水蒸気バリア性および厚みムラの間
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には、トレードオフの関係があることを知見した。言い換えれば、本発明者は、ＯＰＰフ
ィルムには、水蒸気バリア性向上および厚みムラ抑制の両方をバランスよく向上させると
いう観点において、改善の余地があることを見出した。
【００１７】
　本発明者らは上記課題を解決するために鋭意検討した。その結果、食品用包装フィルム
の引張弾性率いう尺度が、水蒸気バリア性向上と厚みムラ抑制のバランスを向上させるた
めの設計指針として有効であるという知見を得た。
　本発明者らは上記知見をもとにさらに鋭意検討した結果、食品用包装フィルムのＭＤ方
向の引張弾性率Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値Ｔ３を上記範囲に制御するこ
とによって、厚みムラが小さく、水蒸気バリア性が向上した食品用包装フィルムが得られ
ることを見出した。
　すなわち、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００によれば、厚みムラが小さく、
水蒸気バリア性が向上した食品用包装体を実現できる。
　また、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００によれば、水蒸気バリア性を向上で
きるため、二軸延伸フィルム層１０１の厚みをより薄くしても十分な水蒸気バリア性を得
ることができる。そのため、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００によれば、食品
用包装フィルムや包装体におけるプロピレン系重合体の使用量を低減でき、環境負荷を削
減することができる。
　以上から、本実施形態によれば、十分な水蒸気バリア性を有し、環境に優しい食品用包
装体を実現できるとともに、厚みムラが小さく、外観や包装適性、製袋性に優れた食品用
包装フィルム１００を提供することができる。
【００１８】
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は、上記Ｔ３が６６００ＭＰａ以上７５０
０ＭＰａ以下であるように制御されたものである。これにより、水蒸気バリア性向上およ
び厚みムラ抑制の両方をバランスよく向上させることができる。この理由は明らかではな
いが以下の理由が考えられる。
　まず、上記Ｔ３が上記下限値以上であることにより、二軸延伸フィルム層１０１の結晶
性を高めることができ、その結果、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００の水蒸気
バリア性を向上させることができる、と考えられる。また、上記Ｔ３が上記上限値以下で
あることにより、二軸延伸フィルム層１０１の結晶化による延伸ムラを低減することがで
き、その結果、二軸延伸フィルム層１０１の延伸時に生じる厚みムラを小さくすることが
できる、と考えられる。
　また、上記Ｔ３が上記上限値以下であると、フィルムの成形時に切断などのトラブルが
発生しにくくなり、フィルムの連続延伸成形が容易になり、工業的な連続生産性を向上さ
せることができる。
　ここで、ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値Ｔ３は、例
えば、二軸延伸フィルム層１０１に含まれるプロピレン系重合体の含有割合や延伸処理時
の諸条件を調整すること等により達成できる。より具体的には、二軸延伸フィルム層１０
１を構成するプロピレン系重合体として、融点や融解熱量が異なる２種類以上のプロピレ
ン系重合体を併用することや、延伸処理時の延伸倍率、延伸時の温度、熱処理の温度や時
間等を適宜調整することにより弾性率を調整し食品用包装フィルム１００の引張弾性率を
調整することができる。
【００１９】
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００において、二軸延伸フィルム層１０１に対
して、示差走査熱量計を用いて、昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温す
る過程と、２５０℃で１０分間保つ等温過程と、降温速度１０℃／分で２５０℃から－５
０℃まで降温する過程とからなる一回目の示差走査熱量測定（１ｓｔＲｕｎ）と、昇温速
度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温する過程からなる二回目の示差走査熱量測
定（２ｎｄＲｕｎ）と、を続けて行ったとき、上記二回目の示差走査熱量測定により得ら
れたＤＳＣ曲線２において、１５０℃以上１８０℃以下の範囲に吸熱ピークＡが観察され
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、上記吸熱ピークＡの熱量をＱとしたとき、Ｔ３／Ｑが５０以上８０以下であることが好
ましく、５５以上７５以下であることがより好ましく、５７以上７２以下であることがさ
らに好ましい。これにより、水蒸気バリア性向上および厚みムラ抑制の両方をより一層バ
ランスよく向上させることができる。
　上記吸熱ピークＡの熱量Ｑの下限は、食品用包装フィルム１００の水蒸気バリア性をさ
らに向上させる観点から、好ましくは９５Ｊ／ｇ以上、より好ましくは１００Ｊ／ｇ以上
、さらに好ましくは１０５Ｊ／ｇ以上、特に好ましくは１１０Ｊ／ｇ以上である。
　上記吸熱ピークＡの熱量Ｑの上限は、厚みムラをより抑制する観点から、好ましくは１
２０Ｊ／ｇ以下、より好ましくは１１８Ｊ／ｇ以下、さらに好ましくは１１５Ｊ／ｇ以下
である。
　ここで、上記吸熱ピークＡの熱量は、吸熱ピークＡを含む融解吸熱カーブと、ベースラ
インとで囲まれる面積を求めることで算出される。ベースラインは、吸熱ピークＡの前後
において、Heat Flowを時間で微分し、Deriv. Heat Flowを表示し、Deriv. Heat Flowの
変化が始まる点（すなわち、Deriv. Heat Flowのフラット領域が終了する点)と、Deriv. 
Heat Flowの変化が終わる点(すなわち、Deriv. Heat Flowがフラット領域に入る点)と、
を結んだ線とする。
　また、１５０℃以上１８０℃以下の範囲に複数の吸熱ピークが観察される場合は、最大
ピークを吸熱ピークＡとする。
　ここで、二軸延伸フィルム層１０１の吸熱ピークＡの熱量Ｑは、例えば、二軸延伸フィ
ルム層１０１に含まれるプロピレン系重合体の含有割合や延伸処理時の諸条件を調整する
こと等により達成できる。より具体的には、二軸延伸フィルム層１０１を構成するプロピ
レン系重合体として、融点や結晶化度、立体規則性等が異なる２種類以上のプロピレン系
重合体を併用し、これらの割合を調整することや、延伸処理時の延伸倍率、延伸時の温度
、熱処理の温度や時間等を適宜調整することにより調整することが可能である。
【００２０】
　また、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００において、ＴＤ方向の引張弾性率Ｔ

２とＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１との差（Ｔ２－Ｔ１）が４０００ＭＰａ以下であることが
好ましく、３５００ＭＰａ以下であることがより好ましく、３１５０ＭＰａ以下であるこ
とがさらに好ましい。
　ＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２とＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１との差（Ｔ２－Ｔ１）が上記上
限値以下であると、食品用包装フィルム１００の収縮を抑制でき、その結果、食品用包装
体内のシール部の位置ずれや食品用包装体内のシワの発生、食品用包装体自体の破損等を
より効果的に抑制することができる。
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００において、ＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２とＭ
Ｄ方向の引張弾性率Ｔ１との差（Ｔ２－Ｔ１）の下限値は特に限定されないが、例えば、
２０００Ｍｐａ以上、好ましくは２５００Ｍｐａ以上である。
【００２１】
　また、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００において、ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ

１の下限値は１５００Ｍｐａ以上であることが好ましく、１８００Ｍｐａ以上であること
がより好ましく、２０５０Ｍｐａ以上であることがさらに好ましい。
　ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１が上記下限値以上であると、本実施形態に係る食品用包装フ
ィルム１００のヒートシール性、水蒸気バリア性および透明性のバランスをより一層良好
にすることができる。さらに、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００のコシをより
一層良好なものとすることができ、その結果、ヒートシールする際のフィルムの位置ずれ
等を抑制でき、シール不良が発生することをより一層抑制することができる。
　すなわち、ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１が上記下限値以上であると、本実施形態に係る食
品用包装フィルム１００のヒートシール性、水蒸気バリア性、透明性および包装適性のバ
ランスをより一層良好にすることができる。
　また、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００において、ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ

１の上限値は３０００ＭＰａ以下であることが好ましく、２５００ＭＰａ以下であること
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がより好ましく、２２００ＭＰａ以下であることがさらに好ましい。
　ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１が上記上限値以下であると、二軸延伸フィルム層１０１の結
晶化による延伸ムラをより一層低減することができ、その結果、二軸延伸フィルム層１０
１の延伸時に生じる厚みムラをより一層小さくすることができる。
【００２２】
　ここで、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００を用いて作製した食品用包装体は
、水蒸気バリア性について十分な性能を示している。そのため、水蒸気バリア性は求めら
れるものの、酸素バリア性はあまり求められない食品（例えば、乾燥食品）を包装するた
めの食品用包装体を構成するフィルムとして特に好適に用いることができる。
【００２３】
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００を用いて作製した食品用包装体は、十分な
水蒸気バリア性を有している。食品用包装フィルム１００において、水蒸気バリア性によ
り優れた食品用包装体を安定的に得る観点から、下記の方法で測定される水蒸気透過度が
６．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下であることが好ましく、５．５ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以
下であることがより好ましく、５．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下であることがさらに好ま
しい。
（測定方法）
　食品用包装フィルム１００をヒートシール層１０３が内面になるように折り返し、２方
をヒートシールして袋状にする。その後、内容物として塩化カルシウムを入れる。次いで
、もう１方をヒートシールして表面積が０．０１ｍ２になるように袋を作製する。次いで
、得られた袋を４０℃、湿度９０％ＲＨの条件で７２時間保管する。保管前後の塩化カル
シウムの重量を測定し、その差から水蒸気透過度（ｇ／（ｍ２・２４ｈ））を算出する。
　このような水蒸気透過度は、例えば、前述した吸熱ピーク特性や発熱ピーク特性等の二
軸延伸フィルム層１０１のＤＳＣ特性、二軸延伸フィルム層１０１に含まれるプロピレン
系重合体の含有割合、ヒートシール層１０３の構成材料や厚み等を調整することにより達
成できる。
【００２４】
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００の厚みは特に限定しないが、水蒸気バリア
性、コスト、機械的強度、透明性等の所望の目的に応じて任意に設定することができ、特
に限定されないが、例えば５μｍ以上１００μｍ以下であり、好ましくは１０μｍ以上５
０μｍ以下であり、より好ましく１５μｍ以上４０μｍ以下である。
　食品用包装フィルム１００の厚みが上記範囲内であると、製袋性、機械的特性、取扱い
性、外観、透明性、成形性、軽量性等のバランスがより優れる。
【００２５】
　以下、食品用包装フィルム１００を構成する各層について説明する。
【００２６】
［二軸延伸フィルム層］
　本実施形態に係る二軸延伸フィルム層１０１（二軸延伸ポリプロピレン系フィルム層と
も呼ぶ。）は、例えば、プロピレン系重合体を含むプロピレン系重合体組成物により構成
されたフィルムを二軸延伸することにより形成されたものである。
【００２７】
　本実施形態に係る二軸延伸フィルム層１０１は単層であってもよいし、プロピレン系重
合体組成物により構成された層が複数積層された構成でもよいが、二軸延伸されてなるこ
とが必要である。
【００２８】
　また、食品用包装フィルム１００において、食品用包装フィルム１００の全体の厚みに
対する二軸延伸フィルム層１０１の厚みの割合が、好ましくは５０％以上１００％以下で
あり、より好ましくは６０％以上９９％以下であり、さらに好ましくは７０％以上９７％
以下であり、特に好ましくは７５％以上９５％以下である。
【００２９】
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（プロピレン系重合体組成物）
　本実施形態に係るプロピレン系重合体組成物はプロピレン系重合体を含む。
　本実施形態に係るプロピレン系重合体組成物すなわち二軸延伸フィルム層１０１に含ま
れるプロピレン系重合体の含有量は、プロピレン系重合体組成物の全体を１００質量％と
したとき、好ましくは５０質量％以上１００質量％以下、より好ましくは７０質量％以上
１００質量％以下、さらに好ましくは９０質量％以上１００質量％以下、特に好ましくは
９５質量％以上１００質量％以下である。これにより、フィルムのコシ、水蒸気バリア性
、機械的特性、取扱い性、外観、成形性等のバランスをより良好にすることができる。
【００３０】
（プロピレン系重合体）
　本実施形態に係るプロピレン系重合体は、例えば、プロピレン単独重合体、プロピレン
とエチレンまたは炭素数が４～２０のα－オレフィンとの共重合体等が挙げられる。上記
炭素数が４～２０のα－オレフィンとしては、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン
、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデ
セン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、１－エイコセン等が挙げられる。これらの
中でもエチレンまたは炭素数が４～１０のα－オレフィンが好ましく、エチレンがより好
ましい。これらのα－オレフィンは、プロピレンとランダム共重合体を形成してもよく、
またブロック共重合体を形成してもよい。エチレンまたは炭素数が４～２０のα－オレフ
ィンから導かれる構成単位の含有量は、プロピレン系重合体の全体を１００モル％とした
とき、５モル％以下であることが好ましく、２モル％以下であることがより好ましい。二
軸延伸フィルム層１０１中のプロピレン系重合体は、１種類単独で用いてもよいし、２種
以上を組み合わせて用いてもよい。
　これらの中でも、耐熱性、水蒸気バリア性、機械的特性および剛性等の性能バランスに
より一層優れた二軸延伸フィルム層１０１を得る観点から、プロピレン系重合体としては
プロピレン単独重合体が好ましい。
【００３１】
　ここで、ＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１とＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２との合計値Ｔ３や二軸
延伸フィルム層１０１の吸熱ピークＡの熱量Ｑを上記範囲内に設定するためには、プロピ
レン系重合体として適切なものを選択することが重要である。
　より具体的には、本実施形態に係る二軸延伸フィルム層１０１は、例えば、融点や結晶
化度、立体規則性等が異なる２種類以上のプロピレン系重合体を併用し、これらの割合を
調整することによって、前述したＴ３や吸熱ピークＡの熱量Ｑを調整することが可能であ
る。
【００３２】
　例えば、本実施形態に係る二軸延伸フィルム層１０１に含まれるプロピレン系重合体は
、ＤＳＣ測定による融点が１３０℃以上１６２℃以下の範囲にある第１プロピレン系重合
体と、ＤＳＣ測定による融点が１６２℃超え１８０℃以下の範囲にある第２プロピレン系
重合体と、を含む態様が挙げられる。
　この場合、二軸延伸フィルム層１０１に含まれる第１プロピレン系重合体および第２プ
ロピレン系重合体の合計量を１００質量％としたとき、第２プロピレン系重合体の含有量
は、食品用包装フィルム１００の水蒸気バリア性向上の観点から、１質量％以上であるこ
とが好ましく、１０質量％以上であることがより好ましく、２５質量％以上であることが
さらに好ましく、３５質量％以上であることがさらにより好ましく、５０質量％以上であ
ることが特に好ましい。
　また、二軸延伸フィルム層１０１に含まれる第１プロピレン系重合体および第２プロピ
レン系重合体の合計量を１００質量％としたとき、第２プロピレン系重合体の含有量は、
食品用包装フィルム１００の厚みムラをより一層抑制する観点から、８５質量％以下であ
ることが好ましく、７５質量％以下であることがより好ましく、７０質量％以下であるこ
とがさらに好ましい。
【００３３】
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　また、本実施形態において、第２プロピレン系重合体は高立体規則性プロピレン系重合
体であることが好ましい。ここで、高立体規則性プロピレン系重合体とは、立体規則性の
指標であるアイソタクチックメソペンタッド分率（ｍｍｍｍ）が９６．０％以上であるプ
ロピレン系重合体をいう。
　本実施形態に係る高立体規則性プロピレン系重合体のアイソタクチックメソペンタッド
分率（ｍｍｍｍ）は、好ましくは９６．５％以上であり、より好ましくは９７．０％以上
である。高立体規則性プロピレン系重合体のアイソタクチックメソペンタッド分率（ｍｍ
ｍｍ）の上限は特に限定されないが、製造のし易さの観点から、９９．５％以下であり、
より好ましくは９９．３％以下であり、さらに好ましくは９９．０％以下である。
　アイソタクチックメソペンタッド分率（ｍｍｍｍ）は、１３Ｃ－核磁気共鳴（ＮＭＲ）
スペクトルから公知の方法により求めることができる。
【００３４】
　本実施形態に係るプロピレン系重合体は種々の方法により製造することができる。例え
ばチーグラー・ナッタ系触媒やメタロセン系触媒等の公知の触媒を用いて製造することが
できる。
【００３５】
　ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準拠し、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重の条件で測定される本実
施形態に係るプロピレン系重合体のメルトフローレート（ＭＦＲ）は、流動性および成形
性の観点から、好ましくは０．５ｇ／１０分以上、より好ましくは１ｇ／１０分以上、さ
らに好ましくは２ｇ／１０分以上であり、成形性をより安定化させる観点から、好ましく
は２０ｇ／１０分以下、より好ましくは１０ｇ／１０分以下、さらに好ましくは７ｇ／１
０分以下である。
【００３６】
（その他の成分）
　本実施形態に係るプロピレン系重合体組成物には、必要に応じて、粘着付与剤、耐熱安
定剤、耐候安定剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、滑剤、スリップ剤、核剤、アンチブロッ
キング剤、帯電防止剤、防曇剤、顔料、染料、無機または有機の充填剤等の各種添加剤を
本実施形態の目的を損なわない範囲で添加してもよい。
【００３７】
　本実施形態に係る粘着付与剤としては、一般的に粘着付与剤として製造・販売されてい
る粘着性を付与する性質を有する樹脂状物質を用いることができる。
　このような粘着付与剤としては、例えば、クロマン・インデン樹脂等のクロマン系樹脂
；フェノール・ホルムアルデヒド樹脂およびキシレン・ホルムアルデヒド樹脂等のフェノ
ール系樹脂；テルペン・フェノール樹脂、テルペン樹脂（α，β－ピネン樹脂）、芳香族
変性テルペン樹脂、水素添加テルペン樹脂等のテルペン系樹脂；合成ポリテルペン樹脂、
芳香族系炭化水素樹脂、脂肪族系炭化水素樹脂、脂肪族系環状炭化水素樹脂、脂肪族・脂
環族系石油樹脂、脂肪族・芳香族系石油樹脂、不飽和炭化水素重合体および炭化水素系粘
着化樹脂等の石油系炭化水素樹脂；上記石油系炭化水素樹脂の水素添加物（水素添加石油
系炭化水素樹脂とも呼ぶ。）；ロジンのペンタエリスリトール・エステル、ロジンのグリ
セリン・エステル、水素添加ロジン、水素添加ロジン・エステル、特殊ロジン・エステル
およびロジン系粘着付与剤等のロジン系樹脂等を挙げることができる。
　これらの中でも、プロピレン系重合体との相性がよく、食品用包装フィルム１００の水
蒸気バリア性をより効果的に向上させることができる観点から、石油系炭化水素樹脂およ
び水素添加石油系炭化水素樹脂から選択される少なくとも一種が好ましく、水素添加石油
系炭化水素樹脂がより好ましい。
　ここで、水素添加石油系炭化水素樹脂の水素添加率は特に限定されないが、プロピレン
系重合体との相性性により優れる点から、好ましくは９０％以上、より好ましくは９５％
以上、さらに好ましくは９９％以上である。
【００３８】
　ここで、本実施形態に係るプロピレン系重合体組成物すなわち二軸延伸フィルム層１０
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１に含まれる粘着付与剤の含有量は、食品用包装フィルム１００のリサイクル性や低コス
ト化の観点や、食品用包装フィルム１００の曲げ弾性の低下を抑制したり、加工性、寸法
安定性および透明性等を向上させたりする観点から、二軸延伸フィルム層１０１の全体を
１００質量％としたとき、好ましくは１０質量％以下であり、より好ましくは５質量％以
下であり、さらに好ましくは３質量％以下であり、特に好ましくは１質量％以下である。
【００３９】
（プロピレン系重合体組成物の調製方法）
　本実施形態に係るプロピレン系重合体組成物は、各成分をドライブレンド、タンブラー
ミキサー、バンバリーミキサー、単軸押出機、二軸押出機、高速二軸押出機、熱ロール等
により混合または溶融・混練することにより調製することができる。
【００４０】
［ヒートシール層］
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は、ヒートシール性を付与するために、二
軸延伸フィルム層１０１の少なくとも一方の面上にヒートシール層１０３を備えることが
好ましい。ヒートシール層１０３は、二軸延伸フィルム層１０１の両面に設けられていて
もよい。
　また、ヒートシール層１０３は、食品用包装フィルム１００のヒートシール性をより良
好にする観点から、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００の最外層に設けられるこ
とが好ましい。
【００４１】
　また、ヒートシール層１０３は、二軸延伸フィルム層１０１の表面上に直接接するよう
に設けられていることが好ましい。これにより、食品用包装フィルム１００の製造工程を
簡略化することができる。
【００４２】
　食品用包装フィルム１００において、ヒートシール層１０３の厚みは、好ましくは０．
１μｍ以上１０μｍ以下、より好ましくは０．２μｍ以上９μｍ以下、さらに好ましくは
０．５μｍ以上８μｍ以下、特に好ましくは１μｍ以上８μｍ以下である。ここで、ヒー
トシール層１０３の厚みとは、二軸延伸フィルム層１０１の片面に設けられたヒートシー
ル層１０３の厚みをいう。
　ヒートシール層１０３の厚みが上記下限値以上であることにより、食品用包装フィルム
１００のヒートシール性をより一層良好にすることができる。
　また、ヒートシール層１０３の厚みが上記上限値以下であることにより、食品用包装フ
ィルムに求められるブロッキング性およびスリップ性をより一層良好にできる。
　すなわち、二軸延伸フィルム層１０１の表面上に直接接するようにヒートシール層１０
３を設けることで、食品用包装フィルム１００の製造工程を簡略化することができる。
　ここで、本実施形態において、二軸延伸フィルム層１０１の両面にヒートシール層１０
３が設けられる場合、ヒートシール層１０３の上記厚みは二軸延伸フィルム層１０１の片
面に設けられたヒートシール層１０３の厚みを示す。
【００４３】
　食品用包装フィルム１００において、一方の面に設けられるヒートシール層１０３は、
単層であることが好ましい。これにより、食品用包装フィルム１００の製造工程をより一
層簡略化することができる。
【００４４】
　また、ヒートシール層１０３は、二軸延伸フィルム層１０１の二軸延伸前の状態にある
フィルムと同時に二軸延伸されて形成されることが好ましい。これにより、共押出し成形
法等の成形方法、すなわち一度の成形で作製した積層フィルムを用いて食品用包装フィル
ム１００を作製することができるため、食品用包装フィルム１００の製造工程をより一層
簡略化することができる。したがって、ヒートシール層１０３は二軸延伸されていること
が好ましい。
【００４５】
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（ポリオレフィン）
　本実施形態に係るヒートシール層１０３は、例えば、ポリオレフィンを含むポリオレフ
ィン系樹脂組成物（Ａ）により構成される。ヒートシール層１０３を構成するポリオレフ
ィンとしては、例えば、エチレン、プロピレン、ブテン－１、ヘキセン－１、４－メチル
－ペンテン－１、オクテン－１等のα－オレフィンの単独重合体または共重合体；高圧法
低密度ポリエチレン；線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）；高密度ポリエチレン；ポ
リプロピレン；プロピレンと炭素数が２以上１０以下のα－オレフィンとのランダム共重
合体；エチレン・酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）；アイオノマー樹脂等が挙げられる。
　これらの中でも、ヒートシール層１０３を構成するポリオレフィンとしては、二軸延伸
フィルム層１０１との接着性や、ヒートシール性等のバランスが優れる点から、ホモポリ
プロピレンおよびプロピレンと炭素数が２以上１０以下のα－オレフィンとのランダム共
重合体から選択される少なくとも一種が好ましい。
　また、ヒートシール性およびヒートシール強度の安定性の観点から、ヒートシール層１
０３は、上記ポリオレフィンの中でもオレフィン系エラストマーを含むことが好ましい。
【００４６】
　本実施形態に係るプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体は、プロピレンとα－
オレフィン（ただし、α－オレフィンはプロピレンを除く）とのランダム共重合体であり
、α―オレフィンとしては、例えば、エチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセ
ン、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテン等が挙げられる。これら共重合体は、単独
で用いてもよいし、二種以上を混合して用いてもよい。
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体の中でも、プロピレン・エチレンランダ
ム共重合体、プロピレン・エチレン・１－ブテンランダム共重合体、プロピレン・１－ブ
テンランダム共重合体が好ましい。
【００４７】
　本実施形態に係るヒートシール層１０３を構成するポリオレフィンの融点は、好ましく
は６０℃以上１７５℃以下、より好ましくは６５℃以上１７０℃以下、さらに好ましくは
７０℃以上１６７℃以下の範囲にある。ポリオレフィンの融点が上記下限値以上であると
、ヒートシール層１０３の表面のベタツキを抑制することができ、食品用包装フィルム１
００の耐ブロッキング性を向上させることができる。
　また、ポリオレフィンの融点が上記上限値以下であると、食品用包装フィルム１００の
ヒートシール性をより良好にすることができる。
【００４８】
　また、上記オレフィン系エラストマーとしては、例えば、融点が好ましくは１１０℃以
下、より好ましくは１００℃以下、さらに好ましくは８０℃以下または融点が観測されな
い炭素数２～２０のα－オレフィン重合体またはエチレンとα－オレフィンとの共重合体
；エチレンと不飽和カルボン酸または不飽和カルボン酸エステルとの共重合体；等が挙げ
られる。
　具体的には、エチレン・プロピレン共重合体、エチレン・１－ブテン共重合体、エチレ
ン・１－ヘキセン共重合体、エチレン・４－メチルペンテン－１共重合体、エチレン・１
－オクテン共重合体、プロピレン単独共重合体、プロピレン・エチレン共重合体、プロピ
レン・エチレン・１－ブテン共重合体、１－ブテン単独重合体、１－ブテン・エチレン共
重合体、１－ブテン・プロピレン共重合体、４－メチルペンテン－１単独重合体、４－メ
チルペンテン－１・プロピレン共重合体、４－メチルペンテン－１・１－ブテン共重合体
、４－メチルペンテン－１・プロピレン・１－ブテン共重合体、プロピレン・１－ブテン
共重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・メタクリル酸共重合体、エチレン
・メタクリル酸メチル共重合体等を挙げることができる。
　ヒートシール性およびヒートシール強度の安定性の観点から、特に好ましくはプロピレ
ン・１－ブテン共重合体である。
【００４９】
　ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準拠し、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重の条件で測定される本実
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施形態に係るヒートシール層１０３を構成するポリオレフィンのメルトフローレート（Ｍ
ＦＲ）は、流動性および成形性の観点から、好ましくは０．５ｇ／１０分以上、より好ま
しくは１ｇ／１０分以上、さらに好ましくは２ｇ／１０分以上であり、成形性をより安定
化させる観点から、好ましくは２０ｇ／１０分以下、より好ましくは１０ｇ／１０分以下
、さらに好ましくは７ｇ／１０分以下である。
【００５０】
　本実施形態に係るポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）すなわちヒートシール層１０３中
のポリオレフィンの含有量は、ポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）の全体を１００質量％
としたとき、好ましくは５０質量％以上１００質量％以下、より好ましくは７０質量％以
上１００質量％以下、さらに好ましくは９０質量％以上１００質量％以下、特に好ましく
は９５質量％以上１００質量％以下である。これにより、二軸延伸フィルム層１０１との
接着性や、ヒートシール性等のバランスをより良好にすることができる。
　また、本実施形態に係るポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）すなわちヒートシール層１
０３中のオレフィン系エラストマーの含有量は、二軸延伸フィルム層１０１に含まれるポ
リオレフィンの含有量を１００質量％としたとき、好ましくは１０質量％以上５０質量％
以下、より好ましくは１５質量％以上４５質量％以下、さらに好ましくは２０質量％以上
４０質量％以下である。
【００５１】
（その他の成分）
　本実施形態に係るヒートシール層１０３を構成するポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）
には、必要に応じて、粘着付与剤、耐熱安定剤、耐候安定剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤
、滑剤、スリップ剤、核剤、アンチブロッキング剤、帯電防止剤、防曇剤、顔料、染料、
無機または有機の充填剤等の各種添加剤を本実施形態の目的を損なわない範囲で添加して
もよい。特に、本実施形態に係るヒートシール層１０３は、本実施形態に係る食品用包装
フィルム１００の耐ブロッキング性を向上させる観点から、アンチブロッキング剤を含む
ことが好ましい。
　アンチブロッキング剤としては、例えば、タルク、シリカ、クレー、炭酸カルシウム、
合成ゼオライト、デンプン、酸化アルミニウム、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、シリコ
ン樹脂、ポリテトラフロロエチレン樹脂等が挙げられる。
【００５２】
　また、ヒートシール層１０３のヒートシール性を良好にする観点から、ヒートシール層
１０３には、粘着付与剤は実質的に含まれないことが好ましい。より具体的には、ヒート
シール層１０３中の粘着付与剤の含有量は、０．５質量％以下が好ましく、０．１質量％
以下がより好ましく、０．０１質量％以下がさらに好ましく、特に好ましくは０質量％で
ある。
　ここで、粘着付与剤とは、一般的に粘着付与剤として製造・販売されている粘着性を付
与する性質を有する樹脂状物質である。
　このような粘着付与剤としては、例えば、クロマン・インデン樹脂等のクロマン系樹脂
；フェノール・ホルムアルデヒド樹脂およびキシレン・ホルムアルデヒド樹脂等のフェノ
ール系樹脂；テルペン・フェノール樹脂、テルペン樹脂（α，β－ピネン樹脂）、芳香族
変性テルペン樹脂、水素添加テルペン樹脂等のテルペン系樹脂；合成ポリテルペン樹脂、
芳香族系炭化水素樹脂、脂肪族系炭化水素樹脂、脂肪族系環状炭化水素樹脂、脂肪族・脂
環族系石油樹脂、脂肪族・芳香族系石油樹脂、不飽和炭化水素重合体および炭化水素系粘
着化樹脂等の石油系炭化水素樹脂；上記石油系炭化水素樹脂の水素添加物（水素添加石油
系炭化水素樹脂とも呼ぶ。）；ロジンのペンタエリスリトール・エステル、ロジンのグリ
セリン・エステル、水素添加ロジン、水素添加ロジン・エステル、特殊ロジン・エステル
およびロジン系粘着付与剤等のロジン系樹脂等を挙げることができる。
【００５３】
（ポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）の調製方法）
　本実施形態に係るポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）は、例えば、各成分をドライブレ
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ンド、タンブラーミキサー、バンバリーミキサー、単軸押出機、二軸押出機、高速二軸押
出機、熱ロール等により混合または溶融・混練することにより調製することができる。
【００５４】
［表面層］
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は、表面の印刷適性を向上させるために、
図２に示すように二軸延伸フィルム層１０１のヒートシール層１０３が設けられた面とは
反対側の面に表面層１０５をさらに備えることが好ましい。
　また、表面層１０５は、食品用包装フィルム１００の印刷適性をより良好にする観点か
ら、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００の最外層に設けられることが好ましい。
【００５５】
　また、表面層１０５は、二軸延伸フィルム層１０１の表面上に直接接するように設けら
れていることが好ましい。これにより、食品用包装フィルム１００の製造工程を簡略化す
ることができる。
【００５６】
　食品用包装フィルム１００において、表面層１０５の厚みは、好ましくは０．１μｍ以
上１０μｍ以下、より好ましくは０．２μｍ以上９μｍ以下、さらに好ましくは０．５μ
ｍ以上８μｍ以下、特に好ましくは１μｍ以上８μｍ以下である。ここで、表面層１０５
の厚みとは、二軸延伸フィルム層１０１の片面に設けられた表面層１０５の厚みをいう。
　表面層１０５の厚みが上記下限値以上であることにより、食品用包装フィルム１００の
印刷適性をより一層良好にすることができる。
　また、表面層１０５の厚みが上記上限値以下であることにより、印刷時に求められるブ
ロッキング性およびスリップ性をより一層良好にできる。
　すなわち、二軸延伸フィルム層１０１の表面上に直接接するように表面層１０５を設け
ることで、食品用包装フィルム１００の製造工程を簡略化することができる。
【００５７】
　食品用包装フィルム１００において、表面層１０５は単層であることが好ましい。これ
により、食品用包装フィルム１００の製造工程をより一層簡略化することができる。
【００５８】
　また、表面層１０５は、二軸延伸フィルム層１０１の二軸延伸前の状態にあるフィルム
と同時に二軸延伸されて形成されることが好ましい。これにより、共押出し成形法等の成
形方法、すなわち一度の成形で作製した積層フィルムを用いて食品用包装フィルム１００
を作製することができるため、食品用包装フィルム１００の製造工程をより一層簡略化す
ることができる。したがって、表面層１０５は二軸延伸されていることが好ましい。
【００５９】
　また、表面層１０５は、食品用包装フィルム１００の印刷適性をより良好にする観点か
ら、表面処理を行ってもよい。具体的には、コロナ処理、火炎処理、プラズマ処理、プラ
イマーコート処理、オゾン処理等の表面活性化処理を行ってもよい。
【００６０】
（ポリオレフィン）
　本実施形態に係る表面層１０５は、例えば、ポリオレフィンを含むポリオレフィン系樹
脂組成物（Ｂ）により構成される。表面層１０５を構成するポリオレフィンとしては、例
えば、エチレン、プロピレン、ブテン－１、ヘキセン－１、４－メチル－ペンテン－１、
オクテン－１等のα－オレフィンの単独重合体または共重合体；高圧法低密度ポリエチレ
ン；線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）；高密度ポリエチレン；ポリプロピレン；プ
ロピレンと炭素数が２以上１０以下のα－オレフィンとのランダム共重合体；エチレン・
酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）；アイオノマー樹脂等が挙げられる。
　これらの中でも、表面層１０５を構成するポリオレフィンとしては、二軸延伸フィルム
層１０１との接着性や、印刷適性等のバランスが優れる点から、ホモポリプロピレンおよ
びプロピレンと炭素数が２以上１０以下のα－オレフィンとのランダム共重合体から選択
される少なくとも一種が好ましい。
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【００６１】
　本実施形態に係るプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体は、プロピレンとα－
オレフィン（ただし、α－オレフィンはプロピレンを除く）とのランダム共重合体であり
、α―オレフィンとしては、例えば、エチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセ
ン、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテン等が挙げられる。これら共重合体は、単独
で用いてもよいし、二種以上を混合して用いてもよい。
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体の中でも、プロピレン・エチレンランダ
ム共重合体、プロピレン・エチレン・１－ブテンランダム共重合体、プロピレン・１－ブ
テンランダム共重合体が好ましい。
【００６２】
　本実施形態に係る表面層１０５を構成するポリオレフィンの融点は、好ましくは９０℃
以上１７５℃以下、より好ましくは９５℃以上１７０℃以下、さらに好ましくは１００℃
以上１６７℃以下の範囲にある。ポリオレフィンの融点が上記下限値以上であると、表面
層１０５の表面のベタツキを抑制することができ、食品用包装フィルム１００の耐ブロッ
キング性を向上させることができる。
【００６３】
　ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準拠し、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重の条件で測定される本実
施形態に係る表面層１０５を構成するポリオレフィンのメルトフローレート（ＭＦＲ）は
、流動性および成形性の観点から、好ましくは０．５ｇ／１０分以上、より好ましくは１
ｇ／１０分以上、さらに好ましくは２ｇ／１０分以上であり、成形性をより安定化させる
観点から、好ましくは２０ｇ／１０分以下、より好ましくは１０ｇ／１０分以下、さらに
好ましくは７ｇ／１０分以下である。
【００６４】
　本実施形態に係るポリオレフィン系樹脂組成物（Ｂ）すなわち表面層１０５中のポリオ
レフィンの含有量は、ポリオレフィン系樹脂組成物（Ｂ）の全体を１００質量％としたと
き、好ましくは５０質量％以上１００質量％以下、より好ましくは７０質量％以上１００
質量％以下、さらに好ましくは９０質量％以上１００質量％以下、特に好ましくは９５質
量％以上１００質量％以下である。これにより、二軸延伸フィルム層１０１との接着性や
、印刷適性等のバランスをより良好にすることができる。
【００６５】
（その他の成分）
　本実施形態に係る表面層１０５を構成するポリオレフィン系樹脂組成物（Ｂ）には、必
要に応じて、粘着付与剤、耐熱安定剤、耐候安定剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、滑剤、
スリップ剤、核剤、アンチブロッキング剤、帯電防止剤、防曇剤、顔料、染料、無機また
は有機の充填剤等の各種添加剤を本実施形態の目的を損なわない範囲で添加してもよい。
特に、本実施形態に係る表面層１０５は、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００の
耐ブロッキング性を向上させる観点から、アンチブロッキング剤を含むことが好ましい。
　アンチブロッキング剤としては、例えば、前述したヒートシール層１０３に用いられる
アンチブロッキング剤と同様なものを挙げることができる。
【００６６】
（ポリオレフィン系樹脂組成物（Ｂ）の調製方法）
　本実施形態に係るポリオレフィン系樹脂組成物（Ｂ）は、例えば、各成分をドライブレ
ンド、タンブラーミキサー、バンバリーミキサー、単軸押出機、二軸押出機、高速二軸押
出機、熱ロール等により混合または溶融・混練することにより調製することができる。
【００６７】
＜食品用包装フィルムの製造方法＞
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は、例えば、二軸延伸フィルム層１０１を
形成するための樹脂組成物（Ｐ）と、必要に応じてヒートシール層１０３を形成するため
のポリオレフィン系樹脂組成物（Ａ）と、表面層１０５を形成するためのポリオレフィン
系樹脂組成物（Ｂ）と、をフィルム状に共押出し成形して得たフィルムを、公知の同時二
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軸延伸法あるいは逐次二軸延伸法等の二軸延伸フィルム製造方法を用いて二軸延伸するこ
とにより得ることができる。
　成形装置および成形条件としては特に限定されず、従来公知の成形装置および成形条件
を採用することができる。成形装置としては、Ｔ－ダイ押出機、多層Ｔ－ダイ押出機、イ
ンフレーション成形機あるいは多層インフレーション成形機等を用いることができる。二
軸延伸の条件は、例えば、公知のＯＰＰフィルムの製造条件を採用することができる。よ
り具体的には、逐次二軸延伸法では、例えば、縦延伸温度を１００℃～１４５℃、縦延伸
倍率を４．５～６倍の範囲、横延伸温度を１３０℃～１９０℃、横延伸倍率を９～１１倍
の範囲にすればよい。
　また、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は、二軸延伸フィルム層１０１と必
要に応じてヒートシール層１０３と表面層１０５とをそれぞれ別々に成形し、これらを積
層して加熱成形することによっても得ることができる。
【００６８】
＜食品用包装フィルムの用途＞
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は食品用包装体を構成するフィルムとして
好適に用いることもできる。本実施形態に係る食品用包装体は、例えば、食品を収容する
ことを目的として使用される包装袋自体または当該袋に食品を収容したものである。また
、本実施形態に係る食品用包装体は用途に応じその一部に食品用包装フィルム１００を使
用してもよいし、食品用包装体の全体に食品用包装フィルム１００を使用してもよい。
【００６９】
　本実施形態に係る食品用包装フィルム１００は水蒸気バリア性が求められる外装包装袋
に用いることが好ましい。
　また、本実施形態に係る食品用包装フィルム１００が、食品、食品を個包装する個包装
袋、および複数の個包装袋を包装する外装包装袋により構成される集積包装体に用いられ
る場合、食品用包装フィルム１００は集積包装体において水蒸気バリア性が求められる外
装包装袋に用いることが好ましい。これにより、十分な水蒸気バリア性を有する集積包装
体を得ることができる。
【００７０】
　以上、図面を参照して本発明の実施形態について述べたが、これらは本発明の例示であ
り、上記以外の様々な構成を採用することもできる。
【実施例】
【００７１】
　以下、本実施形態を、実施例・比較例を参照して詳細に説明する。なお、本実施形態は
、これらの実施例の記載に何ら限定されるものではない。
【００７２】
１．原料
　実施例および比較例で用いた原料について以下に示す。
（１）プロピレン系重合体
ＰＰ１：高立体規則性プロピレン単独重合体（ＭＦＲ：３ｇ／１０分、融点：１６７℃、
アイソタクチックメソペンタッド分率（ｍｍｍｍ）：９８．５％）
ＰＰ２：プロピレン単独重合体（ＭＦＲ：３ｇ／１０分、融点：１６１℃、アイソタクチ
ックメソペンタッド分率（ｍｍｍｍ）：９２％）
ＰＰ３：プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ＭＦＲ：７ｇ／１０分、融点：
１３７℃）
【００７３】
２．測定および評価方法
（１）プロピレン系重合体のアイソタクチックメソペンタッド分率（ｍｍｍｍ）
　アイソタクチックメソペンタッド分率（メソペンタッド分率、（ｍｍｍｍ））の測定は
、１３Ｃ－ＮＭＲを用いて行った。アイソタクチックメソペンタッド分率は、Ｚａｍｂｅ
ｌｌｉら、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，第６巻，９２５頁（１９７３）に記載の方法
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に従い、アイソタクチックメソ平均連鎖長は、Ｊ．Ｃ．Ｒａｎｄａｌｌによる、“Ｐｏｌ
ｙｍｅｒ Ｓｅｑｕｅｎｃｅ Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ”第２章（１９７７年）（Ａｃａ
ｄｅｍｉｃ Ｐｒｅｓｓ，Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ）に記載の方法に従って算出した。
【００７４】
（２）プロピレン系重合体のＭＦＲ
　ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準拠し、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重の条件で測定した。
【００７５】
（３）示差走査熱量測定
　実施例および比較例で得られた食品用包装フィルムから約５．０ｍｇの試験片を切り出
した。次いで、当該試料に対し、示差走査熱量計（製品名：Ｑ２００ＤＳＣ　ＴＡインス
ツルメント社製）を用いて、窒素気流下で、昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃
まで昇温する過程と、２５０℃で１０分間保つ等温過程と、降温速度１０℃／分で２５０
℃から－５０℃まで降温する過程とからなる一回目の示差走査熱量測定（１ｓｔＲｕｎ）
と、昇温速度１０℃／分で－５０℃から２５０℃まで昇温する過程からなる二回目の示差
走査熱量測定（２ｎｄＲｕｎ）と、を続けて行った。
　得られた２ｎｄＲｕｎのＤＳＣ曲線から、吸熱ピークＡの熱量Ｑ（Ｊ／ｇ）を求めた。
【００７６】
（４）引張弾性率
　実施例および比較例で得られた食品用包装フィルムから１５ｍｍ×１５ｃｍの試験片を
切り出した。次いで、オリエンテック社製引張試験機を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１
９９９）に準拠し、測定温度２３±２℃、５０±５％ＲＨ、引張速度５ｍｍ／ｍｉｎの条
件で上記試験片のＭＤ方向の引張弾性率Ｔ１およびＴＤ方向の引張弾性率Ｔ２をそれぞれ
測定した。
【００７７】
（５）厚みムラの評価
　逐次二軸延伸機を用いて、下記記載の方法で、流れ方向と垂直方向に約１ｍ幅の二軸延
伸ポリプロピレン系フィルムを作製した。フィルムを１０枚重ね、１ｍ幅の方向で９等分
し、両端を除く８箇所の厚みを測定した。その測定値を以下の式に当てはめて、Ｘを計算
した。Ｘが小さいほど、厚みムラが良好となる。
　Ｘ＝（最大厚み－最小厚み）／（最大厚み＋最小厚み）
　次いで、以下の基準により食品用包装フィルムの厚みムラを評価した。
　◎：Ｘが２％未満
　〇：Ｘが２％以上４％未満
　△：Ｘが４％以上６％未満
　×：Ｘの値が６％以上である
【００７８】
（６）延伸ムラの評価
　延伸成形されたフィルム外観を確認し、両端１５０ｍｍを除く部分に明らかに厚い部分
が残った状態か否かを目視で確認した。厚い部分が残った状態であると延伸ムラが発生し
ている状態であり、フィルム物性が安定していない。
◎：延伸ムラなし
×：延伸ムラあり
【００７９】
（７）水蒸気バリア性
　食品用包装フィルムをヒートシール層が内面になるように折り返し、２方をヒートシー
ルして袋状にした。その後、内容物として塩化カルシウムを入れた。次いで、もう１方を
ヒートシールして表面積が０．０１ｍ２になるように袋を作製した。次いで、得られた袋
を４０℃、湿度９０％ＲＨの条件で７２時間保管した。保管前後の塩化カルシウムの重量
を測定し、その差から水蒸気透過度（ｇ／（ｍ２・２４ｈ））をそれぞれ算出した。
　ここで、実施例および比較例で得られた二軸延伸ポリプロピレン系フィルムの一方の面
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上にヒートシール層を形成した。
　次いで、以下の基準により食品用包装フィルムの水蒸気バリア性を評価した。
　◎◎：水蒸気透過度が５．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下
　◎：水蒸気透過度が５．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）超過５．５ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下
　〇：水蒸気透過度が５．５ｇ／（ｍ２・２４ｈ）超過６．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下
　×：水蒸気透過度が６．０ｇ／（ｍ２・２４ｈ）超過
【００８０】
［実施例１～１１および比較例１～３］
　表１および表２に示す組成で二軸延伸ポリプロピレン系フィルムをそれぞれ押出成形し
、次いで、二軸延伸処理することで食品用包装フィルムをそれぞれ作製し、各評価をおこ
なった。押出成形条件および二軸延伸処理条件は以下のとおりである。
　押出成形機：６０ｍｍφ多層Ｔ－ダイ押出成形機(スクリュー：Ｌ／Ｄ＝２７、スクリ
ュー精機社製)
　押出設定温度：２３０～２５０℃、加工速度：２０ｍ／ｍｉｎ（巻き取り速度）
　縦延伸温度：１１５～１３０℃
　縦延伸倍率：５倍
　横延伸温度：１４０～１７５℃
　横延伸倍率：１０倍
【００８１】
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【表１】

【００８２】
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【表２】

【００８３】
　実施例の食品用包装フィルムは、比較例の食品用包装フィルムよりも厚みムラがそれぞ
れ小さかった。また、実施例の食品用包装フィルムを用いると、比較例の食品用包装フィ
ルムを用いた場合に比べて、水蒸気バリア性が向上した食品用包装体を得ることができた
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【符号の説明】
【００８４】
１００　食品用包装フィルム
１０１　二軸延伸フィルム層
１０３　ヒートシール層
１０５　表面層

【図１】

【図２】
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